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低平地の防災・減災
災害時要援護者の視点から
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佐賀大学文化教育学部教授
２０１１年３月１１日，東日本大震災の発生は，社会
福祉に関わる全ての人々に対して，防災・減災，
被災時対応，被災者の避難生活，生活再建そして
地域の復興のあらゆる側面・過程に大きな課題を
提示した．社会福祉施設や地域の人々の命を守り，
生活をいかに確保・再建していくべきかを問う災
害時要援護者への視点の必要性を浮き彫りにした．
われわれの異分野融合型地域防災研究プロジェ
クトは，２００７年に発足，日本学術振興会の委託研
究として３年を閲し，さらに２年間の継続研究が
確定した．本研究の課題は，佐賀平野という低平
地にあって，水害等自然災害の危険から災害時要
援護者の生活を守り，終生の安寧な生活をいかに
確保するかという防災・減災研究である．
従来，社会福祉施設が，自然災害に最も脆弱な
人々が集団で居住する場であることを都市計画の
中に位置づけられることはなかった．かつて社会
福祉施設は，国土の２５．７％を占め，９１．６％の人が
住んでいる都市計画区域からは隔離された地域に
設置されてきた．施設の設置は，必ずしも，地域
への受容が容易であったとばかりは言えない歴史
を持っている．しかし，経済社会の進展と生活様
式の変化，そして少子化・高齢化が社会福祉施設
を身近なものにし，徐々に地域との絆を手繰り寄
せるかのように市街地にも設置されるようになっ
てきた．
１９９０年代には，豊かな高齢期を自然豊かな施設
で過ごすために，「水辺」，「親水」環境が求めら
れ，施設の建設の大きな要因になったこともあっ
た．都市化された生活から「緑」，「水」，「山」な
ど「水」で豊かな自然の重視と「ケアの充足」が
高齢者施設の立地条件の主要な要因となっていた．
災害時には要援護者となる人が生活する施設の災
害等危機管理への懸念は薄かった．
それは，２００７年から実施している全国の介護保
険施設，障害者施設の自然災害への備えを表‐１
に示すとおり，十分高いものではなかったことか
らも窺える．地域の災害時要援護者を支援する看
護・福祉専門職により組織されている地域包括支
援センターにおいても同様であった．
社会福祉施設は災害時には，２つの顔を持つ．
施設被災時には利用者の避難を地域の援助に頼ら
なければ利用者の生命の安全性は確保されず危機
に直面する．もう一つの顔は，施設が地域の要援
護者，遠隔地域の被災要援護者の避難先となり，
避難者の生活を確保することができるという機能
である．
表‐１ 介護保険施設／障害者自立支援施設別，被災経験別による福祉施設職員の防災意識
介護保険施設 障害者自立支援施設 p値 被災経験有り 被災経験無し p値
n＝２，１１０
度数（％）
n＝９２４
度数（％）
n＝３１６
度数（％）
n＝２，３２１
度数（％）
高い ２０９（９．９） １３６（１４．７） ５３（１６．８） ２４３（１０．５）
やや高い ９３２（４４．２） ４４５（４８．２） １６３（５１．６） １，０５２（４５．３）
やや低い ８６０（４０．８） ３２０（３４．６） ９５（３０．１） ９２０（３９．６）
低い １０９（５．２） ２３（２．５） ５（１．６） １０６（４．６）
スコア合計値 ５，４６１ ２，５４２
＊＊＊
８９５ ６，０７４
＊＊＊
平均スコア ２．５９ ２．７５ ２．８４ ２．６２
＊ p＜０．０５，＊＊p＜０．０１，＊＊＊p＜０．００１：t検定による
防災意識の自己評価を「高い：４点」「やや高い：３点」「やや高い：２点」「低い：１点」と点数化し，合計値，
平均値を算出した ※欠損値あり
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介護保険施設では，６５．０％
が避難要援護者の受け入れを
可とし，障害者自立支援施設
も５２．５％である．ただし，社
会福祉施設は，利用者の生活
の質の維持・確保をしなけれ
ばならない使命があるために，
検討中という施設も多い．１
社会福祉施設は，福祉避難所
としての機能への期待は大きい．しかしその指定
を行っている市町村は，全国平均で３４％，東日本
大震災で被災した宮城県では４０．０％，岩手県
１４．７％，福島県１８．６％と低調であった．
東日本大震災での被災者２３９８２人のうち６５％は
高齢者であった．２要援護者が災害に弱く，いか
に要援護者対策が必要かが窺われる．要援護者の
支援機関である地域包括支援センターは，水害懸
念率が２１．４％と低率であったし，高潮・津波に
至っては，４．２％であった．これは，東日本大震
災発生直前の２月末までに実施した調査の結果で
あるので，大震災の教訓は今後十分生かされ，こ
の比率は変わってくるだろう．
東日本大震災で被災した３県での介護保険施設
の立地を共同研究者ら３が測定したところ，海岸
線近くに最も多くの介護保険施設が立地しており，
特に仙台平野にそれらの施設が凝集している．ま
た，標高が１０以下に立地する社会福祉施設は５４９
か所であり，そのうち介護保険施設は１９６か所が
該当した．標高が５以下では２６８か所の社会福
祉施設中，介護保険施設は１１３か所が該当し，風
光のよい海岸線に近いなどの理由で，比較的低平
地に介護保険施設は設置されていた．宮城県内の
５種類の高齢者施設（仙台市は調査対象から除
外）に関する被災状況について，宮城県長寿社会
政策課が調査を行っているので，そのデータをも
とに被災状況を見たものが図‐１である．なお当
該資料では，宮城県の高齢者施設３１７施設中４３施
設が被災（平成２３年４月８日時点），施設入所者
の死者と行方不明者の合計は２８８人，施設職員の
死者・行方不明者は９７人であったと報告されてい
る．
読売新聞社に協力して今後の大災害予想１７都府
県を対象に実施した「高齢者施設の津波被害に関
するアンケート」（２０１１年８月）では，津波浸水
予測地域に立地する施設は，５８７か所（定員２万
３４１０人）である．津波を想定し避難訓練を開始し
たのは，８自治体であり，避難対策として福祉避
難所の開設や福祉避難所への受け入れの計画の策
定への取り組みは７自治体である．施設の新設に
は，都市計画や防災部局とも連携し立地の検討は
必須であるとしつつも取り組んでいる自治体はわ
ずかに５つであり，介護保険事業計画や地域バラ
ンスを考慮し設置の制限は困難であるという回答
もみられた．
佐賀県では「佐賀平野大規模浸水危機管理計
画」が２０１１年に改訂され，災害時要援護者の視点
を取り入れたより現実的な備えの計画が整備され
た．佐賀県が低平地の治水と防災・減災の地域の
モデルになるよう，研究で貢献できればと願うこ
としきりである．
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表‐２ 避難者の受入れ可能な人数とスペース
受入れ可能な人数 受入れ可能なスペース
介護保険施設 障害者自立支援施設 介護保険施設 障害者自立支援施設
度数（％） 度数（％） 度数（％） 度数（％）
５人未満 ２０５（１１．０） １４７（１９．２） ２０３（１０．８） １３３（１７．３）
５人以上１０人未満 ４３４（２３．４） １７９（２３．４） ３７５（２０．０） １７２（２２．４）
１０人以上２０人未満 ４５７（２４．６） １６８（２１．９） ４４６（２３．８） １６４（２１．４）
２０人以上３０人未満 ３３２（１７．９） ９１（１１．９） ３５５（１８．９） ８９（１１．６）
３０人以上 ４２９（２３．１） １８１（２３．６） ４９５（２６．４） ２０９（２７．２）
合計 １，８５７（１００．０） ９０４（１００．０） １，８７４（１００．０） ７６７（１００．０）
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